　　　北杜市情報発信推進員設置要綱　
(設置)

第１条　世間に対して影響を与える人材を活用し、市の自然、文化、暮らし、イベント等の記事、写真、動画等の情報（以下「市の情報」という。）を市内外に広く効果的に発信するシティプロモーションを促進することから、北杜市情報発信推進員（以下「情報発信推進員」という。）を設置する。
(名称及び愛称)
第２条　名称及び愛称は、次のとおりとする。
名称　北杜市情報発信推進員
愛称　ほくとインフルエンサー
　(定義)
第３条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　シティプロモーション　本市のイメージ及び認知度の向上に資するために行われる活動をいう。

　(２)　フォロー　情報発信推進員のソーシャル・ネットワーキング・サービス（以下「ＳＮＳ」という。）、ウェブログの情報を能動的に得られるようにすることをいう。
　(３)　アカウント　ＳＮＳ、ウェブログを利用する時に必要な個人を識別するための認証情報をいう。
(４)　フォロワー　情報発信推進員のＳＮＳ、ウェブログのアカウントを登録した者をいう。
(５)　北杜ファン　北杜市のことが好きで応援したいと考えている者をいう。
(活動)
第４条　情報発信推進員は、次に掲げる活動を行うものとする。
　(１)　情報発信推進員が登録しているＳＮＳ、ウェブログにより市の情報を発信すること。
(２)　市の広報紙、ホームページ、ＳＮＳ及びウェブログ（以下「広報紙等」という。）に掲載する情報を提供すること。
(３)　市の情報発信に係る提案をすること。
(４)　その他本市のＰＲに資すること。
(登録資格)
第５条　情報発信推進員に登録することができる者は、フォロワー数が５００人以上かつ北杜ファンである１８歳以上のものとする。
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、情報発信推進員に登録することができない。
(１)　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和２３年法律第１２２号)第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第１１項に規定する特定遊興飲食店営業又は同条第１３項に規定する接客業務受託営業を行う者

　(２)　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号において同じ。）である者又は暴力団員を利用するなどしている者及び暴力団（同条第２号に規定する暴力団をいう。）の維持・運営に協力し、又は関与している者
(３)　インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（平成１５年法律第８３号）に規定するインターネット異性紹介事業を営む者

(４)　貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条第１項に規定する貸金業を営む者
(５)　第９条第１項第２号から第５号までの規定により登録を取消しされた者
　(６)　その他市長が適当でないと認める者
(登録者の募集)

第６条　市長は、広報紙等により広く周知して、情報発信推進員への登録者を募集するものとする。

(登録等)

第７条　情報発信推進員の登録をしようとする者（以下「申請者」という。）は、北杜市情報発信推進員登録申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定により申請書の提出があったときは、速やかに登録資格を確認し、登録すべきと認めたときは、北杜市情報発信推進員登録通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。
(登録の変更)

第８条　情報発信推進員は、登録内容に変更が生じたときは、北杜市情報発信推進員登録変更申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定により変更申請書の提出があったときは、速やかに変更内容を確認し、北杜市情報発信推進員登録変更通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。
(登録の取消し)
第９条　市長は、情報発信推進員が次の各号のいずれかに該当する場合は、情報発信推進員の登録を取り消すことができるものとする。
(１)　情報発信推進員から北杜市情報発信推進員登録取消申出書（様式第５号）の提出があったとき。
(２)　虚偽の申請があったとき。

(３)　情報発信推進員が第４条に規定する活動を遂行できないと市長が認めるとき。
(４)　情報発信推進員が第５条第２項の規定に該当したとき。
(５)　情報発信推進員の地位を利用し、政治、宗教又は営利を目的として活動したとき。
(６)　その他情報発信推進員としてふさわしくない行為があったと市長が認めるとき。
２　市長は、登録を取り消した場合は、北杜市情報発信推進員登録取消通知書（様式第６号）により登録者に通知するものとする。
(費用弁償)
第１０条　市長は、情報発信推進員が行う第４条に規定する活動に対する費用及び謝礼の支払は行わないものとする。
(情報の提供等)
第１１条　市長は、情報発信推進員の活動を支援するため、本市が保有する広報紙等に使用した情報を提供できるものとする。
２　情報発信推進員から提供された広報紙等に使用した情報は、登録取消し後も削除しないものとする。ただし、市長が特に必要であると認めたときは、削除することができるものとする。
３　市長は、情報発信推進員に登録した者が希望するアカウントを、市公式アカウントからフォローすることができるものとする。

　(知的財産権)
第１２条　第４条に規定する活動における情報発信推進員に帰属する著作権及び肖像権を広報紙等において使用する場合は、その使用を許可されたものとみなす。この場合において、使用料は発生しない。

(個人情報の取扱い)
第１３条　市長は、情報発信推進員から収集した個人情報をこの告示に定める事務以外には利用しないものとし、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定により適切に取り扱わなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる情報は、当該情報発信推進員の同意に基づき市ホームページで公開することができるものとする。

(１)　氏名又は愛称
(２)　アカウント

(３)　個人の顔写真又はイラストレーション
(禁止行為)
第１４条　情報発信推進員は、次に掲げる行為又はそのおそれのある行為をしてはならない。
(１)　公序良俗に反する行為

(２)　法令等に反する行為
(３)　第三者を誹謗中傷する行為
(４)　その他市長が不適当と認める行為

(免責事項)
第１５条　第４条に規定する活動により、情報発信推進員に不利益、損害、事故等が生じたときは、市は、その賠償の責めを負わないものとする。
(庶務)
第１６条　情報発信推進員に関する庶務は、企画部ふるさと納税課において処理する。
(その他)
第１７条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この告示は、公布の日から施行する。
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